
産 業 労 働 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１  審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

中小企業設備導入等資金会計 

農業改良資金助成会計 

林業改善資金助成会計 

沿岸漁業改善資金助成会計 

（３）財  産 

 

２  実地審査場所 

産 業 労 働 局 

 

３  審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財

産に関する調書について、産業労働局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理、処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての

説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支

に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

（１）財産管理 

ア 物品について 

（ア） 物品４点（大田技術専門校のマシニングセンタほか３点）が登載漏れとなっている。 
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２ 事業執行等について 

特に意見を付する事項はない。ただし、収入未済については、〔第２  審査の結果  ２  事業執

行等に関する意見（全体意見）〕のとおりである。 

 

第３  決 算 の 概 要 

１  歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                               （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

分担金及負担金 13,116 5,547 △        7,568 42.3 

使用料及手数料 1,677,815 1,561,004 △      116,810 93.0 

国 庫 支 出 金 10,603,575 8,407,192 △    2,196,382 79.3 

財 産 収 入 1,190,746 1,057,080 △      133,665 88.8 

繰  入  金 13,376,514 16,050,629 2,674,115 120.0 

諸  収  入 213,366,530 211,895,272 △    1,471,257 99.3 

計 240,228,296 238,976,726 △    1,251,569 99.5 

 

歳入は、第６款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額２，４０２億２，８２９万余円、収

入済額２，３８９億７，６７２万余円、比較減額１２億５，１５６万余円、収入率９９．５％で

ある。 

歳入の主な内容は、 

・国庫支出金のうち、災害復旧費等の産業労働費国庫補助金      ７０億４，２０１万余円 

・繰入金のうち、緊急地域雇用創出特別基金繰入金         １４３億８，２８９万余円 

・諸収入のうち、中小企業融資資金等の産業労働費貸付金元利収入        

２，０７９億５，００１万余円 

である。 

なお、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（５６万余円）及び収入未

済額（６５万余円）が、第９款財産収入（項：財産運用収入）において、不納欠損額（１７万余

円）が、第１２款諸収入（項：貸付金元利収入、項：雑入）において、不納欠損額（３，４９０

万余円）及び収入未済額（２５億４，３２０万余円、うち世界都市博覧会中止に伴う融資損失補

償回収金１９億６，９１４万余円）が生じている。 
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      イ  歳 出                             （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

産業労働費 287,494,873 276,256,707 1,320,991 9,917,174 96.1 

諸 支 出 金 31,997 31,993 0 3 100.0 

計 287,526,870 276,288,700 1,320,991 9,917,178 96.1 

 

歳出は、第８款産業労働費及び第１７款諸支出金の２款で、６項２０目に区分し執行しており、

予算現額２，８７５億２，６８７万円、支出済額２，７６２億８，８７０万余円、翌年度繰越額

１３億２，０９９万余円、不用額９９億１，７１７万余円、執行率９６．１％である。 

主な執行内容は、 

・中小企業の経営の安定を図るための指導事業等に要したもの 

（項）商工業振興費  （目）経営技術支援費     １８３億６，７９７万余円 

・中小企業の金融円滑化を図るための制度融資等に要したもの 

（項）商工業振興費  （目）金融事業費     ２，０８５億６，４７３万余円 

・農業の振興を図るための農業基盤整備事業、農業経営の安定等に要したもの 

（項）農林水産費   （目）農業費          ２１億９，４２２万余円 

・林産業の振興を図るための造林、林道の開設・改良、治山事業等に要したもの 

（項）農林水産費   （目）林産費          ２２億９，１３２万余円 

・農地及び農業用施設、林業及び治山施設の災害復旧等に要したもの 

（項）農林水産費   （目）農林災害復旧費      ６４億９，２８２万余円 

・高年齢者・障害者等の就業促進、山谷地区等労働者雇用対策等に要したもの 

（項）労働費     （目）就業促進費       １１４億５，３９３万余円 

・公共職業訓練事業等の運営、民間における能力開発の振興等に要したもの 

（項）労働費     （目）職業能力開発費      ４６億３，４８５万余円 

である。 

翌年度繰越は、繰越明許費１２億３，０５３万余円及び事故繰越９，０４５万余円で、繰越明

許費の主な内容は、農林災害復旧費１１億９，７１１万余円である。 
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（２）中小企業設備導入等資金会計 

ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科   目（款）  予 算 現 額   収 入 済 額  比較増（△）減額 収 入 率

事 業 収 入 6,833,500 6,112,829 △      720,670 89.5 

繰  入  金 480,000 27,909 △      452,091 5.8 

諸  収  入 100 4 △           95 4.0 

都     債 1,858,000 0 △    1,858,000 0.0 

繰  越  金 8,400 3,561,790 3,553,390 ― 

計 9,180,000 9,702,534 522,534 105.7 

 

歳入は、第１款事業収入ほか４款であり、予算現額９１億８，０００万円、収入済額９７億２

５３万余円、比較増額５億２，２５３万余円、収入率１０５．７％となっている。 

歳入の主な内容は、 

・事業収入のうち、貸付金の返還金である高度化資金        ４６億６，２５４万余円 

である。 

なお、第１款事業収入（項：貸付金元利収入及び契約違約金）において、収入未済額（１０億

３，７６９万余円、うち中小企業設備近代化資金貸付金９億２，１２６万余円）が生じている。 

 

      イ  歳 出                              （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

助 成 費 9,180,000 6,345,720 0 2,834,279 69.1 

 

歳出は、第１款助成費で１項３目に区分し執行しており、予算現額９１億８，０００万円、支

出済額６３億４，５７２万余円、不用額２８億３，４２７万余円、執行率６９．１％である。 

執行内容は、 

・小規模企業者等設備導入資金助成法に基づく国の貸付金の償還等に要したもの 

（項）助成費     （目）設備導入資金貸付費    １３億１，８６５万余円 

・各種高度化資金の一般会計繰出等に要したもの 

（項）助成費     （目）高度化資金貸付費     １０億１，８７１万余円 

・中小企業基盤整備機構法に基づく同機構からの借入金返還に要したもの 

（項）助成費     （目）公債費会計繰出金       ４０億８３５万余円 

である。 
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（３）農業改良資金助成会計 

ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科   目（款）  予 算 現 額   収 入 済 額  比較増（△）減額 収 入 率

事 業 収 入 69,395 75,864 6,469 109.3 

繰  入  金 19,473 9,020 △       10,452 46.3 

諸  収  入 1 1 0 100 

都     債 28,000 14,248 △       13,752 50.9 

繰  越  金 23,131 140,669 117,538 608.1 

計 140,000 239,803 99,803 171.3 

 

歳入は、第１款事業収入ほか４款であり、予算現額１億４，０００万円、収入済額２億３，９

８０万余円、比較増額９，９８０万余円、収入率１７１．３％となっている。 

歳入の主な内容は、 

・事業収入のうち、貸付金の返還金である農業改良資金           ７，５６７万円 

である。 

なお、第１款事業収入（項：貸付金元金収入）において、不納欠損額（１３０万余円）及び収

入未済額（５７５万余円）が生じている。 

 

      イ  歳 出                              （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

助 成 費 140,000 78,078 0 61,921 55.8 

 

歳出は、第１款助成費で１項２目に区分し執行しており、予算現額１億４，０００万円、支出

済額７，８０７万余円、不用額６，１９２万余円、執行率５５．８％であり、執行率が低調とな

った主な理由は、農業改良資金貸付金等の貸付実績減によるものである。 

執行内容は、 

・青年等の就農促進のための資金の貸付けに要したもの 

（項）助成費     （目）貸付費                 ４，０８７万余円 

・農業改良資金助成法に基づく国庫（農業改良資金政府貸付金）からの借入金の返還に要したも

の 

（項）助成費     （目）公債費会計繰出金            ３，７２０万余円 

である。 
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（４）林業改善資金助成会計 

ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科   目（款）  予  算  現  額  収  入  済  額 比較増（△）減額 収 入 率

事 業 収 入 10,069 12,305 2,236 122.2 

繰    入    金 997 16 △          980 1.6 

諸  収  入 1 0 △            0 0.0 

繰  越  金 39,933 62,999 23,066 157.8 

計 51,000 75,321 24,321 147.7 

 

歳入は、第１款事業収入ほか３款であり、予算現額５，１００万円、収入済額７，５３２万余

円、比較増額２，４３２万余円、収入率１４７．７％となっている。 

なお、第１款事業収入（項：貸付金元金収入）において、収入未済額（１，１９５万余円）が

生じている。 

 

イ  歳 出                             （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

助 成 費 51,000 18 0 50,981 0.0 

 

歳出は、第１款助成費の１項１目で執行しており、予算現額５，１００万円、支出済額１万余

円、不用額５，０９８万余円、執行率０．０％となっている。執行率が低調となった理由は、林

業改善資金の貸付実績減によるものである。 

 

（５）沿岸漁業改善資金助成会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科   目（款）  予 算 現 額   収 入 済 額  比較増（△）減額 収 入 率

事 業 収 入 33,052 44,201 11,149 133.7 

繰    入    金 997 787 △          209 78.9 

諸  収  入 1 0 △            0 0.0 

繰  越  金 13,950 33,779 19,829 242.1 

計 48,000 78,768 30,768 164.1 

 

歳入は、第１款事業収入ほか３款であり、予算現額４，８００万円、収入済額７，８７６万余

円、比較増額３，０７６万余円、収入率１６４．１％である。 

 

 

 - 103 -



イ  歳 出                             （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

助 成 費 48,000 39,798 0 8,201 82.9 

 

歳出は、第１款助成費の１項１目で執行しており、予算現額４，８００万円、支出済額３，９

７９万余円、不用額８２０万余円、執行率８２．９％である。 
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２  財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成１６年度末現在高 平成１５年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土    地

建    物

山    林

（所 有）

上記の立木

推定蓄積量

（分 収）

上記の立木

推定蓄積量

動産（船  舶）

 （浮 標）

物権（地上権）

無体財産権 

 

 

 

 

 

 

 

有価証券（株券）

出資による権利

２ 物  品 

３ 債  権 

４ 基  金 

 

6,862,178.60 ｍ２

704,629.40 ｍ２

 

  4,327,964.20 ｍ２

 

   133,654.00 ｍ３

16,032,221.81 ｍ２

 

243,521.50 ｍ３

４隻（269.00 総トン）

５ 個 

16,032,221.81 ｍ２

特許権       ３８ 件

著作権         ５ 件

商標権       １３ 件

実用新案権     ０ 件

育成者権    １ 件

その他これらに準ずる権利 

（特許権）    ５５ 件

（種苗）        ３ 件

7,799,400,000 円

50,308,268,785 円

３，１２８ 点

533,203,552,155 円

30,395,775 円

 

9,627,945.62 ｍ２

561,266.73 ｍ２

 

  7,125,683.65 ｍ２

 

   166,595.00 ｍ３

16,032,221.81 ｍ２

 

243,521.50 ｍ３

４隻（269.00 総トン）

５ 個

16,032,221.81 ｍ２

特許権       ３５ 件

著作権         ３ 件

商標権       １０ 件

実用新案権     ２ 件

育成者権    ０ 件

その他これらに準ずる権利 

（特許権）   ５０ 件

（種苗）        １ 件

7,549,400,000 円

37,553,543,246 円

３，２６８ 点

560,968,446,680 円

22,588,491,841 円

 

△   2,765,767.02 ｍ２

    143,362.67 ｍ２

 

△   2,797,719.45 ｍ２

 

△         32,941 ｍ３

0 ｍ２

 

0 ｍ３

０ 隻

０ 個

0 ｍ２

３ 件

２ 件

３ 件

△             ２ 件

        １ 件

 

５ 件

２ 件

250,000,000 円

12,754,725,539 円

△     １４０ 点

△ 27,764,894,525 円

△ 22,558,096,066 円

（注１）土地の面積には、山林が含まれている。 

（注２）物権（地上権）は、山林の分収に係わるものであり、再掲である。 

 

産業労働局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、都民の森（檜原及び奥多摩所在、２７９万９，０３０．８９ｍ２ ）の環境局へ

の所管換によるもの 
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・東京国際フォーラム事業の移管に伴い、土地（３万２０．０８ｍ２）、建物（１４万５，１０５．

９７ｍ２）、有価証券（株券２億５，０００万円）及び物品（６７点）を生活文化局から所管換

したことによるもの 

・出資による権利の増加は、東京スピリット投資法人（５０億円）等への出資によるもの 

・債権の減少は、制度融資貸付金（２２８億４，３００万円）の返還によるもの 

・基金の減少は、緊急地域雇用創出特別基金（２２５億７，４２９万余円）の廃止によるもの 

である。 
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  イ  債権のうち貸付金の年度末残高                                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１６年度末残高 滞納（収入未済）額 

同和産業振興資金貸付金     ２，１５０，０００                 ０ 

制度融資貸付金（東京信用保証協会貸付金）  ４８３，７９９，０００                  ０ 

信用組合育成資金強化貸付金    １０，０００，０００                  ０ 

東京都工場アパート建設支援貸付金        ８７８，４４４                  ０ 

就農支援資金貸付金         １１０，００７                  ０ 

（財）東京都農林水産振興財団貸付金      １，２３８，８４９                  ０ 

家内労働者貸付金            ５５，０００                  ０ 

中小企業設備近代化資金貸付金        ９５４，０４８    ９２１，２６９ 

中小企業設備導入資金貸付金      １，２５９，６５９                  ０ 

中小企業設備貸与資金貸付金        ８４８，２７５                  ０ 

中小企業高度化資金貸付金    ２８，９７３，９０９     １１３，９２４ 

林業生産高度化資金貸付金            ２２，０６８       １１，２３０ 

林業就業促進資金貸付金              ４，００５                  ０ 

林業労働福祉施設資金貸付金              １，８００            ７２５ 

経営等改善資金貸付金           ６５，８４３                  ０ 

生産方式改善資金貸付金           ５３，９１１       ５，７５９ 

青年農業者等育成確保資金貸付金          ８３，１０４                ０ 

青年漁業者等養成確保資金貸付金            ９５，１８３                ０ 

特定地域新部門導入資金貸付金            ４０，０８４             ０ 

中心市街地商業活性化基金貸付金      １，０００，０００                  ０ 

三宅島噴火等利子補給基金貸付金 １，０００，０００          ０ 

コンベンション開催資金貸付金      １５０，０００                  ０ 

合      計 ５３２，７８３，１８９ １，０５２，９０７ 

  （注１）中小企業高度化資金貸付金については、Ａ方式・Ｂ方式と個別に記載していたが、平成

１６年度から統合した額を記載している。 
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